
法学研究科法律実務専攻（法科大学院）　カリキュラム・マップ

DP１　基本的法分野における体系的で深い理解を有する。

DP2　先端的・応用的法分野における専門的知識を有する。

DP4　柔軟で創造的な思考力を有する。

DP5　交渉能力と説得能力を有する。

DP7　グローバル化のなかでの比較法的知識と語学力を有する。

法学研究科（法律実務専攻）　LAW_LEGAL

DP8　他の専門分野に対する理解力を有する。

　　　　【高度な専門性】

DP3　これらの知識を実践の場で使いこなす実践的知識を有する。

　　　　　【幅広い視野・人権感覚・倫理性】

DP6　人権感覚・倫理性を有する。

　　　　　【国際性・学際性】
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基礎プログラム

先端・発展プログラム

法実務基礎プログラム

深化プログラム

5000 憲法Ⅰ

5000 憲法Ⅱ

5000 行政法Ⅰ

5000 行政法Ⅱ

公法基礎

6400 現代法哲学

6400 現代法社会論

6400 現代法理論

6400 日本法史

6400 西洋法史

6400 ローマ法

6400 法と経済学

6400 英米法

6400 ヨーロッパ法

6400 アジア法

6400 比較法文化論

6400 比較政府間関係論

6400 政策分析

6400 政治過程論

6400 国際公共政策学

学際プログラム

6100 公法事例問題研究Ⅰ

6100 公法事例問題研究Ⅱ

公法

6100 公法事例問題研究Ⅲ

公法

6130 現代家族法

現代家族

6310  フィールドワーク

部門共通

6240  公法実務演習

公法

6340 研究論文

共通科目

6330 司法制度論

6330 国際法A

6330 国際法B

6330 国際取引法

6330 国際人権法

6330 国際私法

6330 国際私法特論

共通科目

5010 民法Ⅰ

5010 民法Ⅱ

5010 民法Ⅲ

5010 民法Ⅳ

5010 商法Ⅰ

5010  商法Ⅱ

5010 商法Ⅲ

5010 民事訴訟法Ⅰ

5010 民事訴訟法Ⅱ

5010 民事法基礎ゼミ

民事法基礎
6110 民事法事例問題研究Ⅰ

6110 民事法事例問題研究Ⅱ

6110 民事法事例問題研究Ⅲ

6110 民事法事例問題研究Ⅳ

6110 商事法事例問題研究Ⅰ

6110 商事法事例問題研究Ⅱ

既修者ゼミ（民事）

民事法

6210 民事実務演習A

6210 民事実務演習B

民事

5020 刑法Ⅰ

5020 刑法Ⅱ

5020 刑事訴訟法Ⅰ

5020 刑事訴訟法Ⅱ

刑事法基礎ゼミ

刑事法基礎

6120 刑事法事例問題研究Ⅰ

6120 刑事法事例問題研究Ⅱ

6120 刑事法事例問題研究Ⅲ

刑事法
6220 刑事実務演習A

6220 刑事実務演習B

6220 刑事実務演習C

刑事

6200 法曹倫理Ⅰ

6200 法曹倫理Ⅱ

法曹倫理

6230 ローヤリング＝クリニックA

6230 ローヤリング＝クリニックB

ローヤリング＝クリニック

6250  エクスターンシップⅠ

6250  エクスターンシップⅡ

エクスターンシップ

6300 知的財産法A

6300 知的財産法B

6300 知的財産法C

先端ビジネス部門

6320 現代生活民法

6320 環境法

6320 情報法

6320 地方自治法

6320 労働法A

6320 労働法B

6320 労働法特論

6320 社会保障法A

6320 社会保障法B

6320 環境法特論

6320 医療訴訟

生活関連部門

6300  現代企業法Ⅰ

6300  現代企業法Ⅱ

6300 現代取引民法

6300 現代倒産・執行法A

6300 現代倒産・執行法B

6300 現代倒産・執行法C

6300 知的財産法A

6300 知的財産法B

6300 知的財産法C

6300 現代知的財産法A

6300 現代知的財産法B

6300 現代知的財産法C

6300 現代知的財産法D

6300 経済法A

6300 経済法B

6300 現代経済法A

6300 現代経済法B

6300 租税法A

6300 租税法B

6300 企業法務

先端ビジネス部門


